








































開を考察することを目的としている。 「戦前」 「戦時期」という文言は多義的であるが、ここでは一九三七（昭和一二）年七月七日深夜の盧溝橋事件に始まる日中戦争が勃発するまでを「戦前」とし、 「戦時期」と 同以降、日本が 九四五（昭和二〇）年八月、広島と長崎の二度にわたる原爆被爆とソ連軍によるソ満国境を越えての参戦を契機としてポツダム宣言を受諾して太平洋戦争に敗北する前までの時期を示す時間枠をさすと了解されたい。　
かつて丹宗昭信（一九二七～）はわが国の「社会法理論の発展」 ついて、菊池勇夫（編） 『社会法綜説――労









会法領域の構成に力点をおく（実証法学的）社会法理論」であると特徴付けることには、賛成 たい。すなわち丹宗は菊池のことを、戦前戦後を通じて「一貫して の体系化ないし法域 構成と う所與の体制内での社会法の進歩的構成（市民法に対して）のため努力を傾け きた」としている。このような菊池評は、他 論者によっても支持されている。おそらく菊池本人にとっ も、そのようにいわれることにあえて異論はなかったのではなかろうか。　
しかし先の丹宗の時代区分によれは、盧溝橋事件（一九三七年七月七日）を契機とする日中間の、宣戦布告なき









































菊池は自らの「七十歳初年を記念することになった」 （ 「序言」五頁） 『社会法の基本問題』 （有斐閣・一九六八）
の「序言」冒頭でその研究歴を簡単ながら、つぎのように回顧している（同前一頁） 。
　「 『社会法研究のため』の旅に著者が文部省在外研究員として欧米留学に出発したのは大正一五年（昭和元年―原文）一月〔ただし改元は、同年一二月二五日―引用者〕で、昭和三年六月に帰国した。そして十月からは九州帝国大学法文学部に前年新設されたばかりの『社会法講座』を担任することになった。それから今日まで、太平洋戦争（ 東亜戦争）の敗戦の前後それぞれ二十年を経過し、四十年の研究生活をつづけてきた」 。
　
本稿が考察の対象とするのは主に、菊池の研究生活の前期にあたる戦前・戦中の二〇年であるが、その前に菊池
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その間、おそらく菊池は一九二六年一一月、当時のベルリン在住の若手日本人研究者のなかで、東京帝大法学部
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た日本の労働代表（鈴木文治）一行に嘱託として勤務し、またその間六月には、夫らと同様に、それぞれ一緒に日本より同じ船に乗船してマルセイユに到着した双方の妻を横田とともに出迎えた。そのあ 、菊池は夫妻でパリに滞在し、その間、イギリスやイタリアを旅 し、ベルリンでの滞在をへて留学期間を三ないし四ヶ月私費扱い 延長して、翌一九二八（昭和三）年六月、ハンブルグから乗船し、アメリカ（同地での動向 不明）を経由して日本に約二年半ぶりに帰国した。　
そして同年一〇月一〇日、菊池は九州帝国大学助教授（社会法担当）として任官した（翌年四月一〇日、教授に





























‒ 引用者、以下同じ〕 、法律を苦心して独学しながら、 「弁護士








じて物語が進んでいく『命ある日』 （新潮社・昭和一五年）／芹沢文学館１『命ある日』 （新潮社・ 九五）収録・ 一九
‒ 三四一頁では、巻頭「若き日の友情を感謝して／わが友／菊池教授に／この小説を捧げる」との献辞が記されている。
また「孤絶」 （文学界昭和一六・一〇
‒ 一七・一一連載、昭和一八・一〇創元社刊、 「離愁」 （同誌昭和一八・一～六、全国
書房昭和二〇・一二刊） 、 「故国」 （文学界昭和二二・九、
　
新文学同八＝九、その他、全国書房、昭和二四・八）の三部作（い
ずれも芹沢文学館２『夜毎の夢に』 〔新潮社・一九九五〕所収）の かで、未知の女性から送付さ 亡父の遺稿という形式をとって、著者（芹沢）のフランス留学および フランスのオートビルやスイス レザンなどでの結核療養生活、そして日本への帰国とＴ（中央）大学での講義の様子が描かれている。そのなかで時どき 何 説明もなく（手記、遺稿とう形式をとっているからか） 「横田（喜三郎か
‒ 引用者、以下同）君」 （五二頁、七四頁、 「離愁」二一四頁「故国」二九七頁、
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いて、当時東大研究室 助手として勤務し、す に九大教授候補者とし 在外研究員と っ 「二 三の友人が 菊池を美濃部に〕推薦してくれた」からであった（同前「社会法と私」同所）と回想している。孫田秀春「わが国労働法講座と学者の思 出」同『労働法の開拓者たち：労働法四十年 思い出』 （実業之日本社・一九五 ）二七七頁は、当時労働法 ついては民法等の担 者がそ ら 兼任して担当していたことから、菊池が 働法専任で採用された「日本最初の人であったので……わが国『労働法講座史』からいえば、まさに特筆 べき大きな出来事であっ 」 している。菊池の交友関係や美濃部との師弟関係から判断 て、おそ くそのなかには風早八十二（一八九九～一九八九）と佐々弘雄（一八九七～一九四八）――美 と吉野作造の薫陶を受けた――が含まれてい ではないかと推測する。すなわ 風早 戦前 日本型ファシズム 法学および法学者」法社会学二八号『現代社会と法』 一 七五）一一〇
‒ 一三七頁（のちに同『治安維
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以上、横田・同前書七〇― 七二頁、七四頁、七七― 八〇頁。前掲・菊池「年譜」三― 四頁を横田・同前書六四― 九九頁と併
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究会」 大原社会問題研究所雑誌四五五号 （一九九六・一〇） 一
‒ 二〇頁および 「芹沢光治良と友人たち――親友菊池勇夫と 『洋
行』の周辺」国文学解釈と鑑賞六八巻三号（二〇〇三）七一― 七七頁を通読することによって、菊池勇夫への興味・関心を喚起された。しかしながら自ら同人のことについて調べていく過程で、残念ながら、少なくとも菊池勇夫に関連するかぎり、同書には簡単な事実関係についてすら、いくつかの事実誤認や不正確な記述がみられることを発見せざるをえなかった（ただし私が参照しえたのは、加藤・同前書が「資料」として引証する大内兵衛ほか〔監修〕 『高野岩三郎伝』 〔岩波書店・一九六八〕 、千田是也『もうひと の新劇史』 〔筑摩書房・ 七五〕 、横田・前掲書、 『有澤廣巳の昭和史』全三冊〔東京大学出版会・一九八九〕 、鎌田彗『反骨：鈴木東民の生涯』 〔講談社文庫 九九二〕等のほかには、以下 論述のなかで引用するような、わずかなものでしか い） 。
　　　
まず第一に、 もっとも重要な事実誤認と思われるのは、 同書があたかも、 菊池がその在外研究期間中、 旅行などの場合をの
ぞいて常時ベルリンに滞在していたか ごとく扱っていることである （この点につ ては同書 巻末に付されている「人名索引」三頁を手がかりに て、同書中 各所における菊池に関する記述を参照。また同じく同書巻末の「付録
　
在独日本
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すでに本章（註）
10で引用したように、別人である孫田秀春（一八八六～一九七六）の著書（実業之日本社刊で、 「労働法
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が一九二七年一一月に休職処分に付され、休職期間満了により免官とされたものである。 （その経緯については、杉之原に関連して拙稿「浅井清信の労働法学――二つの「アバ（ヴァ）ン」に着目して――」獨協法学七八号〔二〇〇九〕四四頁〔註〕
15）でもすでにふれたことがあるが、事件の経緯は同前『九州大学五十年史』通史二七一― 二七五頁および同前『九州大学
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第二節















































年に刊行した『日本労働立法の発展』とは異なり、その「序」九― 一三頁において収録論文の概要が菊池自らにより、説明されている。したがって、ここでは論文の内容や梗概を紹介することはしないが、執筆時期を全体としてみたとき、 「最も早いものは昭和六年であり、最近のものは昭和十七年」という、おおよそ一〇年間という時間的幅のあるものであること、および冒頭に総論的論稿をおき、ついで本書刊行時に近接した時期 ける課題に応える論稿から順次遡って並べ というのは、前著 場合と同様である。また前著『発展』の第一、第二の両編と第三編とに、それぞれ収録されたもの のあいだに際立つ論調の相違が と指摘したが、同様 ことは本書についても、あてはまるように思われる。すなわち本書全体を概観した 第一論文および、 くに「第二
　
戦時労働法












の諸論文のなかでも、とくに菊池が関心を寄せるのは、同人にとって労働法学への関心を抱いて以来、その主要な課題 一つであった第四「労働契約の本質」であ 、つぎに「最近におけ 最も重要な社会立法」 （一五〇頁）であると評価する一九三七（昭和一二）年一月一日施行の退職積立金及退職手当法について検討した第五「退職積立金及退職手当法の主要問題」 あり、そして大正五年 工場法に淵源を発し、使用者に「扶助」 定める労働災害補償制度を論じた第六「労働者災害補償の本質――社会法的特質について――」である。　
これは先述したことであるが、菊池は戦後になってから、九州帝大法文学部へ赴任した当時を回顧して、自らが
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れるにいたった。すなわち退職手当法は菊池のいう労働保護法ではなく、社会保険制度としての性格を付与されたうえ、役割を終えて、その姿を消滅させていった である。　
そして「労働者災害補償の本質――社会法的特質について――」では、一九三二（昭和七）年に労働者災害扶助
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の発生） 。又、産業が国家的規模において統制を受けるようになれば、個々の企業の労働者に対する関係は産業全般的利害と明瞭に結合されるから、災害補償の制度も、直接には個々の経営団体の責任とされるにしても、間接には全生産組織の連帯的責任として国家的に保障されることになる（社会保険化 過程） 」 （二六六頁） 。
　
こうして菊池は労働災害に関する使用者の労働者に対する「扶養義務」について民事責任でも、公法的責任でも
なく、これについて社会法的性質を有するものとしている。すなわち「扶助は労働者保護を目的とする社会的扶養義務たる性質を有するものであり、国家はその実現のために、一定範囲の災害補償を企業者の扶助義務として命じ、かつその履行を監督強制すると共に、被害労働者又はそ 遺族（内縁の夫婦を含む）が企業 に対して直接扶助を請求し得る権利を確認したもの、 云うべきである」 （二七四頁）とする点で特徴的である。このような菊池の議論は「戦後の労災補償制度の労働法的把握、さらには社会保障的理解のための大きな足掛りになったものと 、評価されるべきであろう」といわれてい 。なお労災扶助制度はその後、戦時期に国民健康保険法（一九三八〔昭和一三〕年） 、職員健康保険法（一九三九〔昭和一四〕年） 、船員保険法（同年） 、さらに労働者年金保険法（一九四一〔昭 六 の制定により、社会保険化し いくことは、あとで菊池 社会保険法について検討するところでのべることになろう。　
そのほかに、本書のなかには、いわば小品として収録されているのが家内労働法と商店法に関するものである。
いずれも、一九三〇年代半ば以降、立法化の課題と て菊池が着目していたもの あるが、とく 「第八
　
商店員
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　「労務緊急対策と戦時労働法」
は、日本がアメリカやイギリスなどとの交戦状況にいたる直前の一九四一（昭和
一六）年一一月に発表されたものである。本稿は同年九月一二日の閣議で決定され、 「第一に軍需産業・生産力拡充計画産業・運輸通信業及び国防土木建築業に必要なる要員の充足を図ること、第二に重要工場事業場への労務の重点的配置を行うこと、第三に労務供給源確保のため国民勤労総動員の態勢を確立すること、第四に女子の勤労動員を拡充強化すること」 （三六頁）を重点とした「昭和十六年度労務 実施計画要綱」を具体化した国家総動員法に基づく勅令の内容を紹介・検討するものである。菊池 よれば、それらは「第一に、労務供給源を極度 拡大し国民勤労報国隊の組織的編成による労務徴用を 行うことである。／第二に、労務配置の合理的調整のため、一面に雇入就職の制限を強化し、他面従業者の移動防止の徹底を期して、国民職業指導班長を中心に強権的統制 行うことである。／第三に、重要事業場の労務管理を国家的監督統制の下におくことである」 （三七頁） 。第一について菊池はいう。労働がとく 筋肉労働が無産者のみにより携わるものと考えられていたが、当時ついに「国民中一人の不労者、有閑者、無 者の存在がゆるされない事態」 （三九頁）となった、と。しかし菊池は「労働 国民的創造活動としての自覚を與え、之を歓喜力行の対象たらしめるためには、国家の厚生的〔社会的ということか―引用者〕配慮がいかに必要 かは多言を要しない であろう 同）と付け加えてい つぎに「労務需給に関する強権的調整」である
第二
については、 「戦時労働法」の特色であり、将来の平時労働法の原理としては通用








となくし もなお與えられたる物質的条件を運用しつつ正規的に労働力 効果を挙げ得る方法を工夫する問題なのである」 （五〇頁）とする能率問題を取り上げている。すなわち日中戦争 ら「大東亜戦争」へと連続するなか、労働生産性の向上は当時、軍需物資増産 実現するためにも、喫緊 課題であったのであろう。菊池によれば、自由経済から統制経済へと転換するなか能率問題もその意味転換が ぎのよう なされ という。
　
国民的生産共同体においては「職場に於ける労務者の勤労精神が之を有機的に組織している従業員団の団体
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は「国民的生産協同体の構成分子たる各企業組織体が社会立法の指導を得て如何によく国家的生産性を発揮し得るかに能率問題が存するのである」 （六三頁）としている。　
そして同じく一九四二〔昭和一七〕年夏に公刊された「国民動員と能率対策」では、一時的緊急的であった労務
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菊池は第一「転換期における法」の冒頭「転換期とは、社会経済の体制的転換が政治的新体制の樹立によって遂
行される経過的時期を称するものである」 （ 『主要問題』六頁／『基本問題』二八六頁〔頁表記―以下同じ〕 ）と捉える。ついで菊池は「いわゆる新体制は、支那事変の経過によって必然となり第二次欧州大戦の発展によって一層強化されるに至ったところの戦時総動員体制の整備に他ならない。 」 （同前所／同前所）という。おそらくこれは、その組閣直後の時期（一九四〇〔昭和一五〕年七月二六日）に「大東亜新秩序建設」を国是とし、国防国家の完成を目指すことなど 「基本国策要綱」を閣議決定し、また同年九月二七日には日独伊三国軍事同盟を締結した近衛（文麿）第二次内閣（一九四〇〔昭和一五〕年七月二二日～一九四一〔同一六〕年七月一八日）時代の一九四〇（昭和一五）年一〇月一二日、同人を総裁とする大政翼賛会 結成にいたる経過をさしているものと思われる。そして菊池は、つぎのように続ける。 しかし新体制は、戦時非常時的体制を超えて、さらに将来を支配すべき恒常的体制たる展望を持つところ 、これが整備の を特に転換期と称すべき理由を認め得るのである。 」 （同前／同前）として、はたして当時が「転換期」かどうか 判定 留保する。しかしながら六点にわたって、その意義を検討している（六― 一一頁／二八六― 二八九頁） 。菊池はそのあとで、結論的に 積極的 理解して、つぎ ように揚言するのであ 一一― 二頁／二八九― 二 〇頁） 。
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菊池は第二「転換期における労働法」において、このような自由経済体制から統制経済への「転換期」にある日
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「軍事扶助法の改正」←（原題） 「軍事扶助法について」共栄 巻一〇 七
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済法論集のうちの第四巻が、戦後二五年を経て、ようやく日の目をみたということになるのかもしれない。このことは換言すれば、菊池にとってみれば自らの理論について、戦後も修正する必要もなく、継続しており、戦前・戦時期に執筆したも であっても、そのまま公刊することができるとの自負 もって たということを意味 ているのかもしれない。　
菊池は『社会保障法の形成』 （一九七〇）の「序言」二頁で社会事業法を開講する経緯について、 「筆者は、東京
府と大阪府および福岡県の社会事業施設を実地見学した上で、はじめて昭和九年〔一九三四―引用者〕度から九州大学法学部で社会事業法の講義を行なった」とのべている。しかしこれだけでは、何故に菊池が社会事業法への関心を向けていったのかは明らかではない。そ ような疑問については 同「社会法講座三十の回顧」前掲『社会法綜説』 （下） （有斐閣・一九五九）で、つぎのように説明さ て る。すなわち、九大赴任前 在外研究のためパリに滞在中、 「社会法」講座が昭和二年（一九二七）年に正式に開設されたこととともに、 〔大学としては〕なるべく早く開講したいとの連絡を受け、 〔すでに九大に赴任していた友人でもある〕佐々弘雄 相談し 菊池が帰国までのあいだ、西南学院の杉本勝次（一八 ― 八 ――菊池 とって「一高以来の一年先輩の親友」で、戦後社会党の推薦を受けて福岡県知事を二期務めた ― 依頼 たとして つぎのように べている。
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戦後『社会保障法の形成』に収録された「社会事業と法律」社会事業研究二二巻二号（一九三四） 、
「我国社会事業
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り示されている（四頁）と指摘していた。同法による給付は救護法より高額で、扶助の給付を受給しても公民権は停止されず、費用は全額国庫負担であった。菊池は同稿を「軍事扶助の問題は現在の支那事変の拡大に伴って益々重要となっている」 （九頁）とのべて、結んでいる。　
しかし菊池の主要な問題関心は社会事業に係わる制定法解釈や紹介よりはむしろ、それに関する法分野を学問的
にいかに把握し、構成す かにあったのではないかと推測する。労働法と社会事業法は同じく社会政策立法としての範疇に含まれるべきものであっても、両者 共通する点と異な 点とはいかなるものであろうか。菊池は「労働立法が有産者たる雇傭者と無産者たる労働者と 関係について、主として 者保護の為に行われる立法である」のに対し、 「社会事業立法の対象となるものには、精神的若 くは肉体的に欠陥ある者のよう 、各個人に特有な原因を持つ場合や、教化又は衛生など ように極めて一般的に社会を保護の対象とす 」と べていた。このことを菊池は、より体系的につぎのように説明してい 。
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護等の諸事業を法制化する場合」 （たとえば救護法・被災救助基金法・児童虐待防止法） 、 （二） 「社会事業を直接の目的とせずに制定された法規が、社会事業の体系を整理し拡大するにつれて社会事業関係法規の範囲内に取入れられる場合」で医療保護事業関連ではたとえば、精神病者監護法、結核予防法等、経済保護事業及び労働保護事業では、簡易生命保険法・工場法・鉱業法等 （三） 「国家の社会行政組織に関する法規ならびに社会事業の主体たる事業団体や社会事業家（従 者）の職能を明らかにすると共に之を監督取締る法規が制定される場合」である（一九三頁） 。こうして菊池は一方で「社会事業 の特質は、社会事業そのものの特質が法規に関して認められる……社会改良的計画性として把えることができる」 （一九四頁）としながら、他方で労働法規との違いについて「労働立法は生産的労働者の社会的要求に応ずるものであるのに対して 立法は生産関係から遊離した一般的社会人を要救済者とするところに明らかな区別 ある。 」として いわ 適用対象 的人間像の違いに両者の相違を求めている。　
このようにして菊池は社会事業に関する法の概念化を取りまとめている。以上のような菊池の社会事業法理解は

















時厚生事業の中心課題であり、一人菊池の主張するところではなかったのではなかろうか。菊池における特徴を求めるとすれば、それは両者の いだに「国民 良心に亘る健全を企図」するという政策意図を読み込もうとした点にあったのではないかと思われる。そして問題は吉田が指摘するように、両者は相矛盾するものであり、 「健兵健民政策」を基調とする当時は後者を前提に どこまで生活の安定が図れるかが問われて たということである。日中戦争の継続・長期化そして太平洋戦争へと たるなか 社会事業法に関す 制度理解や意義につ ても、その内容を変質させていった。戦力の増強と国民生活水準の低下ならぬ落下という矛盾のなかで、人的資源の保護育成が社会事業に要請され、平時の「社会事業」問題から戦時 「厚生事業問題」へと質的・量的な変化が必然的に見られることになる。すなわち支那事変の拡大・長期化のも さらに 国家総動員体制が強化されるなか 社会事業のあり方についての理解も一般に変容して った。一九三八（昭和一三）年には先述した 日中戦争期の機構改革として「国民保健、社会事業及労働ニ関スル事務ヲ管理ス」る厚生省が発足した。一九四〇（昭和一五）年、社会事業は「厚生事業」へと名称を改 られていった。そして一九四一（昭和一六）年末の真珠湾攻撃近くの時期になると菊池自身かつての社会連帯的理解ではなく、 「社会 業の転換の方向は人的資源保全であり、国民生活安定であるとせられる」と主張するにいたった。そして菊池は一九四二（昭和一七）年一〇月に公刊された論稿「厚生事業の体系及び範囲」
厚生問題二六巻一〇号（前掲『社会保障法の形成』所収）では、 「厚生事業は戦時国家総
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ものである。すなわち従業員規模一〇名以上の鉱業法・工場法適用事業所に勤務する民間肉体労働者を対象（職員層を除外）とする、業務上災害をも対象とする保険料労資折半の強制保険であった健康保険法（一九二二）が当時の労働争議頻発 いう状況に対応した「産業平和策」としての性格を有するものであった。これに対し一九三七（昭和一二）年の日華事変勃発以降は、総力戦体制と重化学工業化への産業構造再編のなかで、労使関係の安定化を問題とする意義も失われていった。すなわち医療保険制度全体が「健兵健民」政策のもと 拡大強化されていった。一九三八年制定の国民健康保険法は五人未満の事業所に勤務する労働者と農 を適用対象 し、翌一九三九（昭和一四）年制定の職員健康保険法は事務職員を対象とし、そして船員保険法はいうまでもなく戦時体制下での海運国策の必要性が認識されたがゆえに設けられ ものである。さら 労働者年金保険 （一九四一年）については、年金制度本来の労働者の老齢・障害・死亡に対する所得保障が主たる目的ではなく、むしろ戦時体 のなかでの生産力増強と資 蓄積機能による民間購買力 吸収にあった。　
そして菊池は明治年代からのわが国社会保険制度の歴史的な観察を踏まえて、三「社会保険の法律的性質」にお
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る。つぎに社会的事故は生産労働者を被害者とするものであり、彼らの生活の安定を保全することが国民経済全体においてなされねばならない（一七〇― 一七一頁） 。つい （二）保険計画の社会性、すなわちそれ 労働者の生活安定のための給付であることから、保険給付は金銭給付より 実物給付として効果をあげることができること、私保険が保険料のみを財源とするのに対し、社会保険は私保険契約者として保険料納付のための資力の い者が対象であるがゆえ 社会政策的性格を有し（一七二― 一七三頁） 、および（三） 経営についても、そ 原型を相互扶助保障とみたとき、営利的に採算が取れる事故でなければ保険事故とはなりえず、営利的経営 財源を分担する程度の保険料を支払うことができるものでなければ保険への加入を認められない。これに対し社会保険では、社会政策的制約のもと営利的経営が排除される はもちろん、 公営または相互組合 形式を ることになる （一七四頁以下） 。このように社会 険の実質 内容に言及したあと その「法的形式」に関し、労働者災害扶助責任法（一九三一〔昭和六〕年）および国民健康保険法（一九三八〔昭和一三〕年）の２つの制定法に関連させ 、そ形式性の拡張について論じている（一七八― 一八〇頁） 。こうして菊池は「日本 社会保険は、広義の社会政策的施設として勤労者及びその係累の生活の を保障する国家的保険制度であって、 形態として一方には私保険に対し、他方には保険以外の労働保護及び社会事業 対し 区別せられ 。すなわち保険計画を要素 狭義の社会保障概念に相応するものである」 （一八〇頁）と結論付けているのである。　
以上のように論じる過程で、日華事変後の戦時体制への突入・継続するなかでの戦力の増強と生産力の拡充が国
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労働力の維持培養について顧慮することを要しない」 （一七六頁）と理解する。これに対し貧困が社会問題化し「労使間の対抗関係を放任できない事情に立至ってから」は「国家が社会政策的保護を加える」ことになる。さらに「国家が国民経済全体に対して統制主体として現われ」る統制経済においては、国家は「一面に生産の総企画者であると共に、他面に生産に必要な資金、資材ならびに労働力の配分計画者でもある」 （一七六頁）として、つぎのように続ける（一七六― 一七七頁） 。
　「国家は、労働力の配置規制を行ないかつ労働資源の維持培養をなす責任者として、労働者の生活の保障、さらに広くしては国民生活の安定の為の合理的施設として社会保険の正義をなす必要にせまられ、また之を実現し得ることになるのである。戦時においては統制経済が戦争目的遂行 ために行なわれるが、この場合社会保険の機能は直接 労力資源の確保にあるばかりでなく、他方兵力資源 全にも役立つことになる。したがって社会保険は広義国防的基礎においても強化されることになるのである」 。
　
こうして一九四二（昭和一七）年という日中間の宣戦布告なき戦争にとどまらずに、アメリカやイギリスなどの














カルテルやトラストの規制立法を経済法と捉え、その法的性格をいかに捉えるか盛んに議論されるにいたった。わが国でも、大正年代末から満州事変（一九三一〔昭和六〕年）にいたる過程で、数次の金融恐慌をへて企業の寡占やカルテル形成が進行し、国家の関与も目だっていった。しかしドイツほどの議論の進化はみられなかった。同巻に収録することを予定していた論考は、その広告によれば、次に かげるようなもの あった。もとより同書がこれらのみで構成されることはなく やはり既刊 論文集と同じく、より多く論稿を収録されることが予定されていたのであろう。なお らのうち、巻頭 文となるべきであった「近代法と経済との関係」は、戦後菊池が自らの古稀を記念して刊行した『社会法の基本問題』 （有斐閣・ 六八）のなかに、当初 主題と副題を入れ替えて「経済法の序論的考察――近代法と経済と 関係――」として収録されている。これら収録論文 うち、もっとも早いものは、菊池が九州帝大に赴任した当初 時期に、九州帝大法文学部の紀要である「 政研究」に掲載した いわば“石炭三部作”と も称すべき連作の一部である
「石炭鉱業の発展――立法的基礎の変遷に関する一考察として」
法政研究三巻二号（一九三三）であった。 かし多くは、支那事変（一九三七〔昭和一二〕年）後、 くに一九四〇〔昭和一五〕年から一九四二（昭和一七） にかけての時期に執筆・発表されたも である。　　
「経済法の序論的考察」



















































を刊行している。 末弘厳太郎 〔編集〕 新法学全集のうちの一巻 （三三
巻）として刊行された同書は、第一篇「総論」第二篇「産業統制法」第三篇「戦時統制法」という構成となっている。菊池はその冒頭（本文一― 二頁）で用語として「経済統制法」か「統制経済法」かいずれの呼称 適当かと問い、「統制経済立法又は統制経済法と云えば、あたかも統制経済を前提としてその経済体制に固有の 規をさすもののように解せられる。 たがって統制経済体制の明確な規定を前提とせずして、漠然と経済に対する国家的統制立法の一段を便宜的に綜合研究する程度の名称は、経済統制立法又は 統制法を以 むしろ適当 あるとする （原文中 傍点削除―引用者）と、 べている。ただし本書 ほぼ八割 占めるのは、一九三一（昭和六）年 日本の関東軍による中国・奉天郊外の柳条湖におけ 自作自演の満鉄線爆破を契機とする満州事変以降の準戦時体制以降に制定されていった製鉄、機械製造、肥料、電力そ てエネルギー源としての鉱業などの
｢ 重要産業」統制経済立










のあいだに一般法と特別法、あるいは普通法と例外法という関係が成り立つかどうかを問い、結論的には、これを否定する。すなわち「戦時経済統制法が平時経済統制法を非常時的に統合したものとなるのである。之を反対に平時経済統制法の側から云えば、 の 常態そのものが平時経済統制法であって、その基礎の上に戦時又事変突発による非常態として現出する が戦時経済統制 なのである」 （一五八頁） とする。 これは別言すれば、 「時経済統制法は平常態として、又戦時経済統制法は非常態又は危機 として、それぞれの時期 経済統制法を一元的に支配しており、経過的時期の編成替え過程においてもやはりいづれか一方が他方を優位的に統合支配していることには替わりない」 （一五九頁）ということになろう。　
このような理解を踏まえて、菊池は「戦時経済統制法」の特徴について、つぎのように指摘している。第一に、
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働組合運動の勢力あるところでは労資間の自治的協約の締結を斡旋奨励することが行はれる、しからざる場合になんらかの協力形態を助長する。他方には産業不安を除去するため、自主的労働運動に制限をなし 労働争議禁止の干渉が強行されることになる」 （同前） 。　
このように戦時に際しては、経済統制法のもとに労働法は統合されることになる。それは産業報国会への統合、
全日本労働総同盟（全総）の「罷業撲滅宣言」となって具体化する。菊池は、この点について「さらに発展 た計画経済の発展において高次の社会的理念が実現せられる場合には可能となるであろう」として、つぎのようにのべている（一七一― 一七二頁） 。
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生活のほぼすべてを対象にして、しかも議会の協賛なしに、国内の総力を動員できるように政府に広範な権限をあたえるも であった。これらはいずれも、その実施にあたってはすべて勅令に委任するものであった。すなわち国家総動員法は一条で「国家総動員トハ戦時……ニ際シ国防目的達成ノ為全力ヲ最モ有効ニ発揮セシムル様人的及物的資源ヲ統制運用スルヲ謂フ」と規定していた。同法は同じ年の八月 、 面的に発 され にいたった。そして法律時報誌が翌昭和 四年七月一五日現在における「逐条解説国家総動員法」の特集を行なった（一一巻八号〔一九三九〕 ）際には、菊池はその前段部分 おいて、同特集のいわば 論 あたる「国家総動員法の展望――その全面的発動に際して――」
を著わし、 「戦時体制の基本法としての臨時的機能を超えて遥かに恒久的な問題の提
示を認めることができる。それは、戦時国家が国防国家体制と て恒久化せんとすることにも窺はれる。すなわち総動員法は 法体系に亙って変革をもたらし、しかもその変革が恒常化することになるからであ 」 （四頁）とのべるにいたってい 。先の法政研究 「戦時経済統制法の特質とその考察」を発表してからわずか数ヶ月経過したにすぎなかっ にもかかわらず、中国大陸での戦争の進展・継続を反映し であろうか、戦時経済統制法は「臨時的」なものではなく、 「恒久的」なものへと法的把握の有り様が変容して っ この をより明確 述べているのが翌一九四〇（昭和一五）年一〇月に公刊された「国防国家の経済統制法」統制経済一巻二号で った。　
菊池は冒頭、第二次近衛内閣の成立（昭和一五年七月二二日）に際して、その国策の中心に掲げられたのが「高
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ポーランド侵攻により始まった「第二次世界大戦」のことか―引用者）の進展による国際情勢に対応するところに、歴史的意義が存する」 （同前）とする。菊池は国防国家における経済統制法は戦時経済法とも、平時の経済法とも全く異なる性格のものであるとして、つぎのように要約している（四頁） 。
　「国防国家における経済統制法は、一面において戦時法〔国家総動員のための非常時立法―引用者〕と同様の特色を持ちながら、しかも、戦時法としての非常時的臨時性を超えている点でやはり戦時法そのものとは区別せられるものである。さらに他面においては、それは総動員体制の恒常化〔戦争遂行と経済体制建設の表裏一体となった進展―引用者〕である点で在来の平時法と全く異なる性格 ものであ 。したがって、国防国家体制が国際的に又国内的に必然性を以て現はれた意味において 、経済統 法にも在来の経済機構に対し全面的に変革を加えた新 な平時法の確立 展望せしめること なるのである」 。
　
なお、このような高度国防国家の建設を図るためには、菊池は満州国の経験が顧みられるべきであるとも指摘し
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本書を紹介するものとして、石崎政一郎「紹介批評／菊池勇夫『日本労働立 の発展』 （以下省略） 」法学一一巻九号
















其の分を盡し以て皇運を扶翼私奉ることは我国体の精華であって日本精神 真髄も亦之を措いて他にはない ……皇運扶翼の精神は日本精神の真髄であり、此の精神が産業労働部門に顕現したもの、之即労資一体、産業報国の精神に他ならぬのであって、産業報国運動とは此の精神を以て我国産業労働界の全分野を席巻風靡せんとする運動なのである。 」という文章を引用したあとに、つぎ ように続けている。
　　　　




朝鮮から満州国、北支、蒙彊の大同まで視察、青島から十一月帰国 と記されており、本稿は三ヶ月にも及ぶ中国視察旅行の成果ないし帰朝報告とい もよいものであった いえよう
（
9）　
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柳澤・前掲「巻頭言」二頁、前掲「法的定義と性質」二二四― 二二五頁および「 （再論） 」一一二頁。また柳澤による同前











保険制度史』 （勁草書房・一九七七） 二〇五頁以下、 とく 二一一― 二三七頁 より、 詳細に示されて る。 また内籐則邦 「 『退職積立金及退職手当法』成立史 ――日本労働保護立法の一研究――」立教経済学研究一二巻四号（一九五九）七九頁以下は、国家が一方において 自主的労働運動に対して抑圧と干渉を加えながら 他方では工場法制定など 者保護を推進していった戦前わが国の構造的矛盾の在り様を端的に示すも として、その背景事情を検討している。さら 近時の研究である森田慎二郎「 『退職積立金及退職手当法』の歴史的意義 再検討 要保障 故としての失業概念の未成熟と日本的特徴――」社学研論集（早稲田大学）
V

















































同全集刊行の経緯 孫 秀春『私の一生』 （高文堂出版社・一九七四）一三七頁は「現代日本をあらゆる角度か
ら分析研究し綜合した一つの体系的な著述が…出来たらわが日本の本体及び体質 そのたどるべき行路並びに理念といったものも…おのずから明らかになって来よう」との考えか 企画し、出版社に「持込んだ」とのべている。同全集は全一四巻からなり、一九四一年 二月から第一一巻まで刊行された 、第一 巻目を出版する直前に終戦 な 、同巻以後は「発売禁止処分」に付された（同前書一三八頁） 。同書一四二― 一五 頁には 「日本国家大系」全巻の総目次が掲載されているが、菊池はここで取り上げる第七巻収録の「現代労働法 基礎理論」のほか 、未刊に終ったが、第六編「文化・教育及厚生政策論」を構成する第一二巻に、 「我国厚生政策 展望」なる論考 発表 ことが予定され
（
39）　
菊池はこれに先立ち、 「労働法」末弘・田中〔編〕 『法律学辞典』 （岩波書店・一九三六）Ⅳ二七八七頁以下（菊池『労働
























「社会保障における労災補償 問題――第五回国際社会法学会会議 （リヨン大会 の報告――」←世界の労働 四年一月号
（
42）　




































菊池・前掲「社会事業と法律」二一一頁（引用は菊池・前掲『社会保障法 形成』 よる、以下同じ） 。しかしそれは別
言すれば、貧困者の救済を地域社会の相互扶助などによっては救済することができなくなったこと、つまり失業者の出現が農村社会の崩壊により、新たな救貧対策をとることを必要としたことの結果 して現われたものであろう（横山和彦・田多英範〔編〕 『日本社会保障の歴史』 〔学文社・一九九一〕三七頁〔岡本多喜子〕および田多「昭和恐慌と社会事業立法★救護法の成立」右田ほか〔編〕前掲書二六八― 二七一頁を参照） 。
（
52）　
横山・田多〔編〕同前書三五― 三六頁（岡本） 高澤・前掲稿 八 ― 二八三頁。戦時下の軍事援護の制度と実態に
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同年一〇月に開催された紀元二六〇〇年記念全国 事業大会を契機に 「社会事業」 から 「厚生事業」 へと改称されていっ





















































一号（同年）一四五― 二一〇頁である。なお後者はすでに、菊池・前掲『労働法の主要問題』に収録されている。前者の三頁で菊池は、本文に先立って＊アステリスクを付して「北九州は黒ダイヤの土地と呼ばれる。その地方の学都を研究の本拠としてから、私は漸く五学期〔二年半ということか―引用者〕を過ごさうとして居る。……今日ではむしろ折々接す問題に刺激される結果、勉めて炭鉱労働事情に精通すべき義務を痛切 感じる」 のべている。さらに蛇足を付せば、同稿は表題から連想されるような労働契約に関する記述は主要なものではなく、著書の関心はむしろ石炭鉱山 労働 実態に向けられている。そして「石炭鉱業の発展」の「はしがき」で、同稿が「炭鉱鉱夫 の続編として執筆されたものであるが、 「石炭鉱夫労働状態の変遷」に対する「背景」を示そうと試みたものであったとしている。なお、こ ら「法政研究」誌掲載の諸論考はインターネットを利用して「九州大学学術 ポジトリ」 （









における経済法に関する業績 しては、ほかにつぎ ようなものがあ 。
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の「理念」に相当するのでは いか のべている。菊池のそのような主張の背後に、菊池の友人である風早や、大河内一男のような戦時中 屈折した抵抗の論理である「生産力理論」 、すなわちマルクス主義に依拠しつつも、これを「公然とは秘しながら…… 日本の錦の御旗であった『生産力拡充』という至上命題を共に戴きつつ『真』の生産力拡充のためには労働者を保護する政策が採られなければならない」 （高畠通敏「生産力理論と原題――福田善之『長い墓標の列』によせて――」青芸五〔一九六三〕 、 ちに同『政治の論理と市民』 〔筑摩書房・一九七一〕一九六頁）という議論への共感を表わそうとしている であろうか。生産力理論につ ては、若き日の高畠の力作である「生産力理論――偽装転向と『第三の途』の論理――」思想の科学研究会〔編〕共 研究『転向』中（平凡社・一九六〇）二〇一― 二四五 ／高畠・同前書一二一― 一九四頁参照。
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近代社会以降の法的社会思潮の歴史的展開を前提とした個人主義的・自由主義的法に対する共同社会的・社会連帯的法的関係として 社会法についてのべ、ついで「法源の特殊性」として国家制定法（成文法）に対して非制定法的法源（不文法）＝慣習 を、またこれと区別して「団体的社会的規律」として意識的に定立されたものを、それぞれ社会法というこ があるとする。いず にせよ、そこでは国家法とは区別され、その探求に際し 社会学的方法がとられるこ を特徴 する。そして続く後段で菊池は、つぎのようにのべている（五
‒ 七頁） 。









と考えられる。まず社会法および経済法も、これを学科的に把握す 限りにおいては、ほぼその範囲に一致点を見出すことが困難でないのである。……なお社会法および経済法は、全法体系の分野として構想される発展的意義を含み、さらに法源論において、また法理念に関して、深く、広く 高く、探究の視野を展開するものということができるであろう」 。
　
このように菊池は、実定法分野として公法・私法に対する第三の法領域としての社会法を位置づけ、そこでは公















丹宗は菊池の 「社会法研究の歴史を三つの段階に分つことができる」 としていたが、 菊池自身は自らの 「社会法」
理解について、 「社会法の体系中に労働法、社会保険法、社会事業法、経済法の四系統を綜合するという見解を、私ははじめて『社会事業法と社会法体系』社会事業研究昭和一〇年一月号に発表し、さらに〔翌年に刊行された―引用者〕岩波法律学辞典に『社会法』の項で述べた。 〔そして〕その後たびたびこれに触れ 」とのべている　
まず前者（社会事業研究論文）において菊池は「社会法」について、まず近代資本主義法制 成立に役立った個
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後者 （ 『岩波法律学辞典』 中の
「社会法」














米、独、仏各国の法領域について言及したあと、労働法、社会事業法および経済法各々と社会法との関係についてのべ、そして「社会法の体系」とし 、そこに労働法、社会事業法そして経済法が含まれる している。ただし、ここでは著者がいうほどに、自らの主張が展開されてはおらず、欧米における諸説の紹介に重点が置かれてい ように思われる。む ろ、それより前に発表された『社会科学事典』 （改造社・一九三〇）中の
「社会法」 「社会立法」
の方がむしろ菊池の社会法理解が率直に表明されているように思われ、興味深い。すなわち、そこでは、菊池は独仏両国の立法や議論を念頭に置きな ら「社会法」を「社会 階級的均衡関係を規律する、国家的諸法規並びに社会的諸規範 統一的名称である」として、いわば階級的観点に立っ 、資本に対抗する 会保護立 として理解し、その系統はおおよそ（一）労働法（二）社会保険法（三）その他の社会化法の三部 分けることができ、 「いわゆる公法、私法の 方に亘って横断的に新しい法域を形成して居る」としていた。ただしこの時点では、社会保険法に関する位置づけ いまだ明確にはなされて なかった。これ は一九四二（昭和一七）年に発表された
「社
会保険法の対象と本質」
（ 『杉山直治郎教授還暦祝賀論文集』 〔岩波書店・一九四二〕 ）のなかで行なわれている。す
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同法と経済法との関係を先取りしていえば、菊池は「労務統制の条件とも云うべき労働力保全のために社会保険の整備を促がす結果 なる。このことは又、経済法の基礎たる統制経済が恒久化するためには国民生活の福祉の推進を目標とすべきである いう社会理念的方面からももたらされ 帰結である。 」 （同前一八三頁）とする。しかし、そこでいう統制経済が目標 す 「国民生活の福祉の推進」がその後の歴史的展開のなかで現実 何をもたらしたのかということを思えば、そのような理解が虚構であったことは、いうまでもなかろう。　
それでは何ゆえに経済法は「社会法」に含まれうると理解するのであろうか。個人主義と自由放任を基調とする
近代市民法に対して、社会改良を目的とする社会立法と経済統制立法 を同じく「社会法」範疇に属するとするには、新たな別 考察が必要 なろう。菊池自身も、このこ を自覚していた。一九三八（昭和一三）年に発表された「経済法の序論的 」
（原題「近代法と経済との関係――経済法の序論的考察」 『牧野英一教授還暦祝賀法理論
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有の社会法」と経済法とが「両者対立する」としながらも、結論的にいえば経済法を「社会法」の範疇に含まれるとしているのである。 すなわち菊池は社会法の性格として （一） 「社会的発意に対する公共的規制の優位にあること」 、（二） 「私法と公法 が併存的でなく入り組んだ統合的形態となっていること」および（三） 「私権と社会的義務との内容的浸透の認められること」の三点をあげ、経済法はこれらの条件のいずれ も該当するがゆえに社会法的性格を有するとしている（同前書七頁） 。ただしこのような労働法 （ ）経済法への統合は労働関係が生産関係のなかにあるからではなく、 「国民経済が全体的に合理的計画をもって行われしたがって労働と所有とにも共同経済秩序としての調整が遂行され 場合にはじめて」 （同前書八頁）承認さ るとの留保条件が付されてい 。なお「国民経済の全体的合理的調整」は誰によりなされるのか、それは後述 ように国家が想定され いた 思われる。また当時の菊池が念頭におく経済法が歴史的 一九二〇年代ワイマール・ドイツにおけるそれを典型 して考えられていた「平時」経済法ではなく、日中戦争が解決の糸口が見えぬまま継続していった準戦時ないし戦時体制下の統制経済法であった。したがって両者を同じく 経済法」として把握すべきものかど かの問題があったと思われる。しかし、 ずれにせよ、ここ いう「社会法」 条件 は、近代資本主義法制 成立に際して 個人主義自由放任を基礎とする法制 対し 社会改良を実現す ための社会立法 いし「社会の階級的均衡関係を規律する、国家的諸法規並びに社会的諸規範」と理解して た当初 段階とくらべて 随分と違ったものとして把握さ ていたことは確かであるように思われる。　
こうして菊池は「社会法」概念について労働法を中心にし、これに関連する社会事業法と社会保険法を含む社会
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ことから、 それが労働法の解消を意味するものではないと注意を促している。 すなわち経済法が労働者を 「人的資源」と捉えたとしても、その保全のためには標準的な労働条件の維持ということが求められる。それゆえに菊池は、労働力保全＝労働者保護を充実させる方向へと向かうような法解釈の可能性に努力したのかもしれない。しかしその「社会法」理解が当初の社会政策的な三つの系統（労働法・社会事業法・社会保険法）と経済法との「共通性」を、「社会的統制の法たること」＝労働者や社会的弱者の救済や保護と 、遠くかけ離れた「協同体理念」＝公共性ないし全体性というものと、 「社会改良的理想と関連する」 （同前三〇〇頁）――私には「関連する」とは思えないが――とが結び付けて理解されたときに、聖戦遂行・体制翼賛 論理にいとも容易に転嫁してしまったと思わざるを得ない。菊池の社会法論 においては、異質なものを「公共性 「協同体理念」なる呪文 より結合 こ の危うさが端的に示されているよ に思われる。それは労働法や社会事業法・社会保険法と経済法 がいかに異なるのかを検討することなく、戦時兵 の増強 戦争遂行に必要な生産力の拡充を実現するための国家による規制や関与を当然のこととして受容したことから、異なる法分野の類似性を探究するとの基本態度から論理必然的に導かれた結果であったのではなかろうか。（
1）　
菊池がこのようにのべる背景には、日本が他国に先駆けて大学で「社会法」という名の講座（東北帝大〔一九二五年〕 ・





























にも、 『大百科事典』第一二巻シハ―ショーコ 平凡 ）の一六七― 一六八頁「社会法規」および一七四頁「社会立法」で、それぞれの項目を執筆していた。
（
7）　
社会思想社〔編〕 『社会科学大辞典』 （改造社・一九 ） 九五頁「社会法」 よび四九九頁 社会立法」 （なお、これ
ら二項目を戦後 菊池・前掲『社会法の基本問題』二五一― 二五三頁に収録するに際しては、同じく『法律学辞典』Ⅱの「社会法」項目が同書に掲載されるにあたり、そ 付録」として位置付けて、 「社会法と社会立法」と名称が変更されている。
（
8）　
労働法とともに、 経済法を社会法として捉えることは菊池に始まるものでは く、 すでに孫田秀春 『労働法総論』 （改造社・







丹宗・同前論文三三― 三五頁 、上村・前掲論文（ 「社会保障法の展開――菊池勇夫博士の研究をたどって――」季刊社
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（11）　
菊池・前掲「転換期における社会経済法」三〇三頁。なお同前稿三〇四頁（註）５は、労働法の経済法への統合理解を







統制経済法を念頭 お つぎのようにのべている（一三一― 一三二頁） 。
　　　　
 　「経済法も、新らしい原理を担った公私法の交錯する領域である。然し、経済法における反省原理は、意識的に特殊社会集団の独自性を否定し、又、市民社会の原子論的社会構造をも否定して、有機的社会＝国家観を導入し、かかる有機体たる全体者こそ根源的実在であり、絶対 価値でもあること “理念”とし、これに反する市民法や労働法の原理はむしろ虚偽として批判するものである。……経済法わけても統制経済法においては国家は社会を変革し一切の矛盾対立を止揚し有機的機構 形成し得るかの如くあらわれる。もとより、かかる国家の物々しい神格化（権威国家）ということも、実は資本制社会自体が全機構的危機にせま れたところにのみ起る倒錯意識の上に描かれるのであって、依然として社会の国家に対する先在性は認めなければならないのである。だが それ故にこそ現実 の執拗なる必然性を無視 、観念的に変革の原理 打出すわけである。だからこそ こでは経済に対する政治の優位、社会に対する国家の先在性を“理念”として自覚的に定立することに照応して、公法の優位による公私法の交錯領域が認められるのである。そして “理念”的には労働法や社会法に優越し全体主義的原理によってこれを包摂する。 」
　　　


























把握するかという問題に大きな関心を寄せていたと思われる。敗戦以降も、菊池はこれ つい しばしば言及していた。それらの多く（最後のものをのぞくすべて）は、 『社会法の基本問題』 （前掲） 収録されている（以下、引用に際しては同書 頁数をさす）が、発表順に示せば、次の通りである。
（一） 「社会法の思想と社会立法の発展」法政研究一七巻一― 四合併号（一九五〇）（二） 「社会法と労働法」末川博教授還暦記念『労働法経済法の諸問題』 （有斐閣・一九五五）（三
 ） 「社会法の概念と体系」 （原題） 「社会法の基本問題――概念と体系――」 『社会法綜説』上巻（前掲・一九五八）


















別して検討しなければならない 応 答）えている。それはすでにみ ように、戦時期の一九四三（昭和一八）年に公刊された『労働 の主要問題』の「序」において定式化されていた社会法理解と同じも であった。周知のように（
4）に関して、戦前は、社会保険法と社会事業法に区分されていた両法域が戦後は現行憲法制定にともない














の社会法論の集大成というべきものが 九七五 昭和五〇）年に発表 た（六）論文であったといってよかろう。その意味では、菊池の社会法への関心は戦前来 一貫したものであるということができるのかもしれな 。そして、この点について注目すべきは上記六つの論考のなかで、戦後最初 発表された（一）論文ではないかと考える そこでは戦後五年を経た時点で、菊池における戦時中の社会法の位置に関する理解が改めて示されており、興味深 。そのなかで菊池は（敗）戦前の社会状況の変化と学説 変遷を振り返って、つぎのように説明してい （八七頁） 。











































































































































たとえば「社会法の概念と体系」八〇頁およ 菊池・前掲『社会保障法の形成』 「序言」二― 三頁で 記述を参照。
（
14）　
島田・前掲論文八五頁以下、 く 八 ― 九二頁で、国家総動員 施行（ 九三八）以降、菊池、津曲そして後藤 いか












する概説書のなかで、これについて言及するものはほとんどないという事実により端的に示されている。 「経済法」概念の把握に関する国内外の歴史的展開については、丹宗昭信・伊従寛『経済法総論』 （青林書院・一九九九）四九― 一二九頁（丹宗）を参照。なお同書一五九― 一六〇頁（丹宗）は経済法が「営業の自由」ではなく、事業者の実質的な「経済活動の自由」を保障しようとするも であ 点で、社会法の一環として捉えることができるとする「立場」を表明するものである（より詳しくは、同前書二一七― 二三三頁〔丹宗〕を参照） 。しかし最近では、そのよ な発想をする者は必ずしも多くないのではなかろうか。
（
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